
３ 予算の規模

令和８年度の一般会計、特別会計及び企業会計を合わせた全会計の予算規模は、

１兆7,280億7,740万円で、前年度に比べ933億円の増（＋ 5.7%）となっています。

増減率令和７年度予算令和８年度予算会計名

5.0％8,927億4,988万円9,377億5,348万円一 般 会 計

7.3％5,064億7,620万円5,436億4,664万円特別会計（１３会計）

4.7％2,355億 196万円2,466億7,728万円企業会計（ ５会計）

5.7％1兆6,347億2,805万円1兆7,280億7,740万円合 計

● 端数処理の関係で、合計欄の予算額と各会計の予算額の合計が一致しない場合があります。

※ 一般会計について、過去の減債基金からの借入額（ 令和８年度：599億円 令和７年度：674億円 ）を除いた場合の予算額は、

令和８年度 8,778億5,348万円 令和７年度 8,253億4,988万円 で 525億円の増（＋6.4％）となります。
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予算規模の推移

一般会計 特別会計 企業会計

15,042
15,491 15,625

15,904
16,348

※ 端数処理の関係で、合計額が一致しないことがあります。

令和７年度補正予算との
一体的な予算編成

令和７年度の国の補正予算を活用して、令和８

年度予算を一部前倒しし、令和７年度３月補正予

算と一体的に切れ目のない予算を編成しました。

主な事業予算額

・義務教育施設の整備（教育委員会）
・等々力緑地再編整備（建設緑政局）
・臨港道路整備（港湾局） など

２７７
令和７年度

３月補正予算

9,378
令和８年度
当初予算

（対前年度当初予算比 ＋8.2％）9,655合計

（億円）

（単位：億円）

一般

特別

企業

３ 予算の規模

17,281

45



民間特別養護老人ホーム等整備事業や授産学園再編整備事業、河川維持補修事業の進捗による減などが

あるものの、公定価格の改定や民間保育所の利用児童数の増による保育所運営費の増、障害福祉サービス

利用者の増加による障害者（児）介護給付等事業費の増、等々力緑地再編整備推進事業や臨港道路東扇島

水江町線整備事業の進捗による増などにより、前年度に比べ451億円の増となっています。

8,208

8,785

8,673
8,712

8,927

9,378

7,000

7,500

8,000

8,500

9,000

9,500

R３ R４ R５ R６ R７ R８

一般会計予算規模の推移（億円）

一般会計 9,378億円（＋ 5.0％）

３ 予算の規模
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増減令和７年度令和８年度
特 別 会 計

増減率増減額構成比予算額構成比予算額

2.9 1,1297.8 39,4557.5 40,584競輪事業

12.9 2200.3 1,7010.4 1,921卸売市場事業

1.4 1,76024.2 122,48022.9 124,240国民健康保険事業

△ 2.3 △ 50.0 2160.0 211母子父子寡婦福祉資金貸付事業

14.2 3,2104.4 22,6114.7 25,821後期高齢者医療事業

△ 4.5 △ 30.0 690.0 66公害健康被害補償事業

4.4 5,16123.2 117,40222.5 122,563介護保険事業

△ 10.9 △ 8091.5 7,4051.2 6,596港湾整備事業

△ 2.8 △ 30.0 1150.0 112勤労者福祉共済事業

172.0 5540.1 3230.2 877墓地整備事業

△ 5.1 △ 220.1 4320.1 410生田緑地ゴルフ場事業

31.2 4130.3 1,3200.3 1,733公共用地先行取得等事業

13.3 25,56638.1 192,94740.2 218,513公債管理

7.3 37,171100.0 506,476100.0 543,647合計

（単位：百万円・％）

特別会計 5,436億円（＋ 7.3％）

介護保険事業特別会計における要介護・要支援認定数の増や公債管理特別会計における公債費の増

などにより、特別会計（13会計）合計では前年度に比べ371億円の増となっています。

３ 予算の規模
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（単位：百万円・％）

増減令和７年度令和８年度
企 業 会 計

増減率増減額構成比予算額構成比予算額

1.1 60023.655,67422.856,274病院事業

3.2 3,24243.3102,07242.7105,314下水道事業

9.0 4,68122.152,00323.056,684水道事業

28.0 3,0134.610,7485.613,761工業用水道事業

△ 2.4△ 3616.415,0055.914,644自動車運送事業

4.7 11,175100.0 235,502100.0 246,677合計

企業会計 2,467億円（＋ 4.7％）

下水道事業会計における建設改良事業の増、水道事業会計における耐震管路等整備事業の増などにより、

企業会計（5会計）合計では前年度に比べ112億円の増となっています。

３ 予算の規模

48



４ 一般会計予算の概要 （１）『歳入予算』

＜ 歳 入 ＞

市 税 4,272億円（＋ 5.5％）

・所得の増加等により個人市民税が150億円の増

・家屋の新増築等により固定資産税が32億円の増

地方特例交付金 45億円（+ 190.0％）

国庫支出金 1,802億円（＋ 3.0％）

市 債 757億円（+ 31.8％）

・減収補てん特例交付金（自動車税環境性能割交付金分、軽

油引取税交付金分等）の創設による増等により前年度に比

べ30億円の増

・公定価格の改定や民間保育所の利用児童数の増に伴う

子どものための教育・保育給付費負担金の増等により

前年度に比べ52億円の増

・等々力緑地再編整備推進事業や臨港道路東扇島水江町線

整備事業の進捗による増等により前年度に比べ183億円

の増

1,650 1,738 1,801 1,801 1,964 2,114

108
151 189 206

207
231

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

R3 R4 R5 R6 R7 R8

市民税の推移

個人 法人

1,889

（億円）

511 525 540 561 572 578

527 555 568 574 585 599

200
231 234 218 219 2313

3 3 3 3 3

0

500

1,000

1,500

R3 R4 R5 R6 R7 R8

固定資産税の推移

土地 家屋 償却資産 その他

（億円）

1,758
1,990 2,007

1,241
1,314 1,345 1,356

※ 端数処理の関係で、合計額が一致しないことがあります。

2,171

1,379

個人

法人

土地

家屋

償却
資産

その他

2,345

1,411
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＜ 歳 入 ＞

増減令和７年度令和８年度
区分

増減率増減額構成比予算額構成比予算額

5.5 22,429 45.3404,75745.6 427,186 市税

0.1 3 0.32,9270.3 2,930 地方譲与税

10.9 5,559 5.650,8826.0 56,441 交付金

190.0 2,924 0.21,5390.5 4,463 地方特例交付金

18.6 76 0.14070.1 483 地方交付税

3.0 5,268 19.6174,97119.2 180,239 国庫支出金

10.9 4,927 5.145,0845.3 50,011 県支出金

△ 28.0 △ 3,069 1.210,9750.8 7,906 財産収入

△ 17.9 △ 14,515 9.180,9977.1 66,482 繰入金

31.8 18,279 6.557,4098.1 75,688 市債

5.0 3,122 7.062,8027.0 65,924 その他

5.045,003 100.0892,750100.0937,753 合計

（単位：百万円・％）

４ 一般会計予算の概要 （１）『歳入予算』
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総 務 費 678億円（＋ 7.9％）

こども未来費 1,599億円（＋ 2.2％）

健康福祉費 1,831億円（△ 0.1％）

建設緑政費 497億円（+ 61.6％）

港 湾 費 129億円（+ 45.3％）

教 育 費 1,372億円（+ 5.3％）

国勢調査の終了による減などがあるものの、庁内情報

環境の整備への対応等による情報管理費の増などにより、

前年度に比べ49億円の増となっています。

小児医療費制度の拡充による増、公定価格の改定や民

間保育所の利用児童数の増による保育所運営費の増な

どにより、前年度に比べ34億円の増となっています。

障害福祉サービス利用者の増加による障害者（児）介

護給付等事業費の増などがあるものの、電力・ガス・

食料品等価格高騰支援給付金事業の終了による減など

により、前年度に比べ2億円の減となっています。

臨港道路東扇島水江町線の整備の進捗に係る国直轄

工事負担金の増などにより、前年度に比べ41億円の

増となっています。

中央支援学校整備事業や幸市民館・図書館大規模改修事

業の進捗による増などにより、前年度に比べ70億円の増

となっています。

４ 一般会計予算の概要 （２）『歳出款別（目的別）予算』

＜ 歳 出 ＞

ＪＲ南武線連続立体交差事業や等々力緑地再編整備

推進事業の進捗による増などにより、前年度に比べ

189億円の増となっています。
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増減令和７年度令和８年度
区分

増減率増減額構成比予算額構成比予算額

1.4 24 0.21,6770.2 1,701 議会費

7.9 4,937 7.062,8867.2 67,823 総務費

35.6 3,277 1.09,1971.3 12,474 市民文化費

2.2 3,425 17.5156,49617.1 159,921 こども未来費

△ 0.1 △ 252 20.5183,32719.5 183,075 健康福祉費

5.4 1,252 2.623,1522.6 24,404 環境費

△ 1.5 △ 360 2.724,1902.5 23,830 経済労働費

61.6 18,952 3.530,7605.3 49,712 建設緑政費

45.3 4,005 1.08,8481.4 12,853 港湾費

12.5 2,973 2.723,8372.9 26,810 まちづくり費

8.7 1,696 2.219,5802.3 21,276 区役所費

3.3 646 2.219,4002.1 20,046 消防費

5.3 6,924 14.6130,24714.6 137,171 教育費

1.4 1,079 8.474,8808.1 75,959 公債費

△ 2.9 △ 3,575 13.8123,57312.8 119,998 諸支出金

－－0.17000.1 700 予備費

5.045,003100.0892,750100.0937,753 合計

（単位：百万円・％）＜ 歳 出 ＞

４ 一般会計予算の概要 （２）『歳出款別（目的別）予算』
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人件費 1,807億円（＋ 7.5％）

扶助費 2,637億円（＋ 2.6％）

公債費 1,353億円 （△ 4.6％）

退職予定者の増に伴う退職手当の増、給与改定及び職

員定数の増などにより、

前年度に比べ127億円の増となっています。

公定価格の改定や民間保育所の利用児童数の増による

保育所運営費の増、障害福祉サービス利用者の増加に

よる障害者（児）介護給付等事業費の増などにより、

前年度に比べ66億円の増となっています。

公債利子の増があるものの、減債基金借入金償還元金

や一括償還積立分の減などにより、

前年度に比べ65億円の減となっています。
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義務的経費の性質別推移と歳出予算に占める割合

人件費 扶助費 公債費 義務的経費

（億円）

４ 一般会計予算の概要 （３）『歳出性質別予算』

＜ 義務的経費 ＞

4,439 4,551 4,570 4,788

※ 端数処理の関係で、合計額が一致しないことがあります。
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扶助費予算額と当初予算に占める割合の推移

社会福祉費 老人福祉費 児童福祉費
生活保護費 その他 扶助費 割合

（億円）

2,179
2,268 2,296 2,383

5,669

2,571

※ 減債基金借入金償還元金を公債費へ分析変更したことによる。（+674億円）

扶助

人件

公債

生保

児童

老人

他

社会

5,797

2,637

※
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等々力緑地再編整備推進事業や臨港道路東扇島水江

町線整備事業の進捗による増などにより、前年度に比

べ252億円増の1,112億円、占める割合は11.9％と

なっています。

システム標準化に係る物件費の増等により、前年度に

比べ71億円増の2,469億円、占める割合は26.3％となっ

ています。

また、その他の経費に含まれる繰出金は、前年度に比

べ27億円増の471億円、占める割合は5.0％となってい

ます。

＜ 投資的経費 ＞ ＜ その他の経費 ＞

増減令和７年度令和８年度
区分

増減率増減額構成比予算額構成比予算額

2.3 12,813 63.5 566,941 61.8 579,754 義務的経費

7.5 12,677 18.8 168,022 19.3 180,699 人件費

2.6 6,650 28.8 257,067 28.1 263,717 扶助費

△ 4.6 △ 6,514 15.9 141,852 14.4 135,338 公債費

29.2 25,114 9.6 86,042 11.9 111,156 投資的経費

33.9 9,665 3.2 28,501 4.1 38,166 補助

26.8 15,449 6.4 57,541 7.8 72,990 単独

3.0 7,076 26.9 239,767 26.3 246,843 その他の経費

6.1 2,701 5.0 44,380 5.0 47,081 うち繰出金

5.0 45,003 100.0 892,750 100.0 937,753 合計

（単位：百万円・％）

４ 一般会計予算の概要 （３）『歳出性質別予算』
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５ 行財政改革の取組
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全会計の財政効果額の推移

効果額

（億円）主な改革の取組
（単位：千円）

◆効率的・効果的な執行体制の整備

◆全庁的な事業見直し

（1,869,395）

（46,855）

◆「川崎市行財政改革第３期プログラム」に位置付けた改革の取組

・全庁的な補助・助成金の見直し

・障害者施設運営費補助のあり方の検討

・市税収入率の更なる向上

・ふるさと納税制度の取組の推進

・財産の有効活用

・上下水道事業における資産の有効活用

など

（614,685）

（255,248）

（610,907）

（818,750）

（1,076,457）

（770,374）

「成長と成熟の調和による持続可能な最幸のまち かわさき」の実現に向け、必要な経営資源であるヒト・モ

ノ・カネ・情報・時間の確保等を行うことで、将来にわたり持続可能な行財政基盤を構築し、効率的・効果的かつ

安定的な行財政運営を行うことができるよう、行財政改革の取組を推進しています。

こうした改革により、市民サービスの充実や利便性の向上などを図るとともに、

令和８年度予算においては全会計で62億円（※）の財政効果を確保しました。
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市債発行額及び残高の推移

普通債等の発行額 市債残高

発行額（億円）
残高（億円）

注 令和６年度年度までの発行額は決算、令和７年度の発行額は３月補正後の予算で算定しています。

令和８年度予算を反映した市債残高は、1兆1,937億円となっています。

今後も減債基金への確実な積立て等により、将来負担に留意した計画的な財政運営を進めます。

６ 市債残高の推移
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７ 予算と収支フレーム（改定素案）との比較

歳 入

歳 出

「市税」や地方特例交付金等の「その他一般財

源」が増となったものの、「市債」等が国の補

正予算に係る前倒しにより減となったことなど

から、歳入全体で82億円の減となっています。

増減
B－Ａ

令和８年度
予算
Ｂ

令和８年度
収支フレーム
（改定素案）

Ａ

114,2724,261市税

一
般
財
源

歳
入

4419415地方消費税交付金

△ 4175179地方譲与税・その他の県交付金

000普通交付税・臨時財政対策債

△ 106070行政改革推進債

38168130その他一般財源

△ 321,8021,834国庫支出金

△ 71697768市債

△ 181,1661,184その他特定財源（県支出金等）

△ 828,7598,841歳入合計

1793792管理的経費

歳
出

△ 61,5581,564政策的経費

121,8381,826職員給与費

△ 7754761公債費（諸費を除く）

△ 632,7092,772一部の社会保障関連経費

△ 1041,1271,231投資的経費

△ 1678,7798,946 歳出合計

85△ 20△ 105収支

歳入・歳出・収支額の比較（事業費ベース） （単位：億円）
令和８年度予算と、令和７年11月に公表した

収支フレーム（改定素案）との比較は、次の表

のとおりです。なお、令和８年度予算について

は、財源対策として財政調整基金から20億円を

活用し、収支均衡を図っています。

注 この表では、比較増減をより明らかにするために、過去の減債基金借入金及び返還金を除いた実質的な増減を示しています。

「一部の社会保障関連経費」について国の公定

価格の改定が見込みを下回ったこと、「投資的

経費」が国の補正予算に係る前倒しにより減と

なったことなどから、歳出全体で167億円の減

となっています。
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